
その他インセンティブ方策の検討方針

環境省 自然環境局 生物多様性主流化室

資料5



11

その他インセンティブ方策（第３回検討会資料より抜粋編集）

◼ 自然共生サイト（仮称）認定が他制度において付加価値となる制度連携など
◼ 土地の所有や借用に係る費用負担の軽減（税制優遇等）、国・地方公共団体への許可申
請等必要な各種手続きの簡略化等による負担軽減等に関する検討

◆他制度との連携等

◆専門家等の人材派遣

◼ 生物多様性の保全管理技術に乏しい実施主体への専門家派遣を行うための人材バンクや
派遣制度、仲介するマッチングシステムの整備、既存の人材派遣制度の活用

◼ 専門家や派遣側にメリットが出るような仕組みを検討（企業等に所属し、かつて生態学
や環境科学を専攻していた人材も活用）

◼ 自然共生サイトにける企業版ふるさと納税の活用について周知し、活用を促す。（なお、
寄附の内容の一部として人材派遣も可能。）

◼ 地域再生計画に具体的な目標や自然共生サイト（仮称）の位置づけを記載することで、
企業の貢献をより具体的に示すこともTNFD等への活用の観点から推奨する。

◆企業版ふるさと納税を用いたインセンティブ付与

◼ 自然共生サイトの認定前後において、保全活動、モニタリング調査、人員確保等に使え
る補助金や既存の仕組みを活用し、自然共生サイト（仮称）認定前後の取組を支援する。

◼ 既存事業の活用も必要。（例：生物多様性保全推進支援事業）

◆補助金の活用
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企業版ふるさと納税を用いたインセンティブ付与

－高川委員より事例紹介－
三菱地所・みなかみ町・日本自然保護協会の連携について
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補助金の活用
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他制度との連携等
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土地の所有や借用に係る費用負担の軽減（税制優遇等）




